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２０１１年４月１４日 

三重県知事 鈴木英敬 殿 

 全国福祉保育労働組合

   執行委員長 前田鉄雄 
全国福祉保育労働組合東海地方本部 

執行委員長 三冨和歌子 

 
 

東日本大震災で被災した福祉施設等への支援など関する要請 

 
日頃、地域住民の福祉の向上のためご奮闘されていることに感謝致します。 

さて、３月１１日に発生した東日本大震災は、被害の大きさはかつない規模になり未だ全

貌さえ把握できないほど深刻な状況になっています。被災地への支援も日に日に広がってい

ますが、高齢者や障害、子どもへの支援が充分に行き届かない現状もあります。また、被災

地の福祉施設等では、被災した人々を受け入れ昼夜を問わず、その支援にあたっていますが、

そこで働く職員も被災者であり疲労もピークに達しています。 

つきましては、下記の項目について速やかにかつ適切な支援策を講じていただきたく、緊

急に要請したします。 

 

要請項目 

 
1. 被災地の福祉施設や避難所等への福祉職員の派遣について、被災地までの交通費や派遣元の

施設の代替職員雇用の費用の補填など制度を拡充するよう国に働きかけるとともに、自治体

として可能な補助を行ってください。 
2. 被災地の要援護者や子どもの受入れについて、短期間や少人数の受入れであったとしても利

用者全体の処遇を低下させないために、必要な予算措置と制度の拡充を国に働きかけるとと

もに、自治体として可能な補助を行ってください。 
1. 計画停電等の２次的な被害に対する対応 
①福祉施設等については必要な電源を確保するよう、国や電力会社に申し入れてください。 
②福祉施設等を利用者が休んだ場合も、施設が収入減とならないよう国に働きかけてください。 
③やむを得ず休業した場合も、（ｱ）労働者に不利益が生じないような対応をおこなうよう、（ｲ）

休業に便乗した賃金切り下げ、解雇や雇い止めなどはしないよう、自治体として施設・事業

所に働きかけてください。 
2. 被災地した福祉施設や保育所に対し、自治体として必要な物資支援、人的支援をおこなって

ください。 
3. 被災した福祉施設の建設や補修にあたっては、地方自治体の負担とせず、国が全額を補助す

るなど特別な予算措置を行うよう働きかけてください。 
以上 


